
平成２９年１０月 

教育委員会定例会議案等 

新潟市教育委員会 



1



平成２９年１０月教育委員会定例会議事日程 

新潟市教育委員会 

日 時 平成２９年１０月２７日（金） 午後３時３０分 開会 

場 所 新潟市役所白山浦庁舎６号棟２階 教育会議室１ 

日 程 第１ 会議録署名委員の指名 

第２ 付議事件 

議案第26号 新潟市立学校管理運営に関する規則の 

      一部改正について･･･････････････････････････････････１

議案第27号 新潟市長から委任を受けた新潟市大畑少年センターの 

管理に関する規則の廃止について･･･････････････････１８

議案第28号 教職員の人事措置について･････････････････････････２０

第３ 報告 

・決算の認定について･･･････････････････････････････････････････１

第４ 次回日程 

   １１月定例会 平成２９年１１月２２日（水）午後３時３０分 

   １２月定例会 平成２９年１２月２０日（水）午後３時３０分 

第５ 閉会 
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付議事件 
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議案第２６号

新潟市立学校管理運営に関する規則の一部改正について

 新潟市立学校管理運営に関する規則の一部改正について，次のとおりとしたいため議決

を求める。

  平成２９年１０月２７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

新潟市立学校管理運営に関する規則の一部改正について 

１ 改正理由 

「学校教育法施行令の一部を改正する政令等の施行について（通知）」（29 文科初

第 840 号：平成 29 年９月 13 日）で，大学を除く公立の学校の休業日として，新たに

家庭及び地域における体験的な学習活動その他の学習活動のための休業日（以下「体

験的学習活動等休業日」）が例示された。 

新潟市立学校園では，新潟市立学校管理運営に関する規則第７条並びに同第２項等

に基づき，休業日を各校園長が決めている。 

そこで，各校園の判断で「体験的学習活動等休業日」を休業日として位置付けるこ

とを可能にするため，規則の改正を行う。 

２ 改正内容 

小中学校の休業日について規定する第７条第２項に「体験的学習活動等休業日」を

例示する。併せて，高等学校（第 43 条），中等教育学校（第 54 条の５），幼稚園（第

57 条）に「体験的学習活動等休業日」を休業日として位置付けるよう改正する。 

３ 施行期日 

平成２９年１１月１日 
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 新潟市立学校管理運営に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

  平成２９年  月  日

                          新潟市教育委員会

                          教育長

新潟市教育委員会規則第 号

   新潟市立学校管理運営に関する規則の一部を改正する規則

新潟市立学校管理運営に関する規則(昭和 33 年教育委員会規則第１号)の一部を次のよ

うに改正する。                                   

第７条第２項中「校長は，あらかじめ委員会に届け出て前項に規定する休業日とは別に」

の次に「，「体験的学習活動等休業日」等の」を加える。

第４３条中第４項を第５項とし，第３項を第４項とし，第２項を第３項とし，第１項

の次に次の１項を加える。

２ 校長は，あらかじめ委員会に届け出て前項に規定する休業日とは別に，「体験的学習

活動等休業日」等の休業日を設けることができる。ただし，休業日の年間合計は73日以

内とし，この日数には，当該期間中に含まれる国民の祝日に関する法律に規定する休日並

びに日曜日及び土曜日を通算するものとする。 

第５４条の５中第２項を第３項とし，第１項の次に次の１項を加える。

２ 校長は，あらかじめ委員会に届け出て前項に規定する休業日とは別に，「体験的学習

活動等休業日」等の休業日を設けることができる。ただし，休業日の年間合計は 62 日以

内とし，この日数には，当該期間中に含まれる国民の祝日に関する法律に規定する休日並

びに日曜日及び土曜日を通算するものとする。

第５７条中第３項を第４項とし，第２項の次に次の１項を加える。

３ 園長は，あらかじめ委員会に届け出て前項に規定する休業日とは別に，「体験的学習

活動等休業日」等の休業日を設けることができる。

   附 則

 この規則は，平成２９年１１月１日から施行する。
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新潟市立学校管理運営に関する規則(昭和 33 年教育委員会規則第１号)新旧対照表 

改正後（案） 現行 備考 

第１条～第６条（略） 第１条～第６条（略）  

 （休業日）

第７条 学校教育法施行令第29条の規定による休業日は，次のとおりと

する。ただし，休業日の年間合計は65日（学校教育法施行規則（昭和2
2年文部省令第11号）第63条の規定による場合以外に授業日に休業する

日は除く。次項において同じ。）以内とし，この日数には，当該期間

中に含まれる国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定

する休日並びに日曜日及び土曜日を通算するものとする。 

 (１) 夏季休業日 

 (２) 冬季休業日 

 (３) 学年末休業日 

 (４) 学年始休業日 

 (５) その他委員会が定める日 

２ 校長は，あらかじめ委員会に届け出て前項に規定する休業日とは別

に，「体験的学習活動等休業日」等の休業日を設けることができる。

ただし，休業日の年間合計は65日以内とし，この日数には，当該期間

中に含まれる国民の祝日に関する法律に規定する休日並びに日曜日及

び土曜日を通算するものとする。 

３～４（略）

第８条～第42条（略） 

 （休業日） 

第43条 学校教育法施行令第29条の規定による休業日は，次のとおりと

する。ただし，休業日の年間合計は73日（学校教育法施行規則第63条
の規定による場合以外に授業日に休業する日は除く。）以内とし，こ

の日数には，当該期間中に含まれる国民の祝日に関する法律（昭和23

（休業日）

第７条 学校教育法施行令第29条の規定による休業日は，次のとおりと

する。ただし，休業日の年間合計は65日（学校教育法施行規則（昭和2
2年文部省令第11号）第63条の規定による場合以外に授業日に休業する

日は除く。次項において同じ。）以内とし，この日数には，当該期間

中に含まれる国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定

する休日並びに日曜日及び土曜日を通算するものとする。 

 (１) 夏季休業日 

 (２) 冬季休業日 

 (３) 学年末休業日 

 (４) 学年始休業日 

 (５) その他委員会が定める日 

２ 校長は，あらかじめ委員会に届け出て前項に規定する休業日とは別

に休業日を設けることができる。ただし，休業日の年間合計は65日以

内とし，この日数には当該期間中に含まれる国民の祝日に関する法律

に規定する休日並びに日曜日及び土曜日を通算するものとする。 

３～４（略）

第８条～第42条（略） 

 （休業日） 

第43条 学校教育法施行令第29条の規定による休業日は，次のとおりと

する。ただし，休業日の年間合計は73日（学校教育法施行規則第63条
の規定による場合以外に授業日に休業する日は除く。）以内とし，こ

の日数には，当該期間中に含まれる国民の祝日に関する法律（昭和23

小中学校 

高等学校 
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年法律第178号）に規定する休日並びに日曜日及び土曜日を通算するも

のとする。 

 (１) 夏季休業日  42日以内 

 (２) 冬季休業日  14日以内 

 (３) 学年末休業日 12日以内 

 (４) 学年始休業日 ７日以内 

 (５) 新潟市立高等学校入学者選抜学力検査（一般選抜）が行われる

日 

 (６) 前各号のほか，委員会が認めた日 

２ 校長は，あらかじめ委員会に届け出て前項に規定する休業日とは別

に，「体験的学習活動等休業日」等の休業日を設けることができる。

ただし，休業日の年間合計は73日以内とし，この日数には，当該期間

中に含まれる国民の祝日に関する法律に規定する休日並びに日曜日及

び土曜日を通算するものとする。 

３～５（略）

第44条～第53条（略） 

第54条の１～４（略） 

 （休業日） 

第54条の５ 学校教育法施行令第29条の規定による休業日は，次のとお

りとする。ただし，休業日の年間合計は62日（学校教育法施行規則第6
3条の規定による場合以外に授業日に休業する日は除く。）以内とし，

この日数には，当該期間中に含まれる国民の祝日に関する法律に規定

する休日並びに日曜日及び土曜日を通算するものとする。 

 (１) 夏季休業日 

 (２) 冬季休業日 

 (３) 学年末休業日 

年法律第178号）に規定する休日並びに日曜日及び土曜日を通算するも

のとする。 

 (１) 夏季休業日  42日以内 

 (２) 冬季休業日  14日以内 

 (３) 学年末休業日 12日以内 

 (４) 学年始休業日 ７日以内 

 (５) 新潟市立高等学校入学者選抜学力検査（一般選抜）が行われる

日 

 (６) 前各号のほか，委員会が認めた日

２～４（略）

第44条～第53条（略） 

第54条の１～４（略） 

 （休業日） 

第54条の５ 学校教育法施行令第29条の規定による休業日は，次のとお

りとする。ただし，休業日の年間合計は62日（学校教育法施行規則第6
3条の規定による場合以外に授業日に休業する日は除く。）以内とし，

この日数には，当該期間中に含まれる国民の祝日に関する法律に規定

する休日並びに日曜日及び土曜日を通算するものとする。 

 (１) 夏季休業日 

 (２) 冬季休業日 

 (３) 学年末休業日 

中等教育学

校 
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 (４) 学年始休業日 

 (５) その他委員会が定める日 

２ 校長は，あらかじめ委員会に届け出て前項に規定する休業日とは別

に，「体験的学習活動等休業日」等の休業日を設けることができる。

ただし，休業日の年間合計は62日以内とし，この日数には，当該期間

中に含まれる国民の祝日に関する法律に規定する休日並びに日曜日及

び土曜日を通算するものとする。

３（略）

第55条～第56条（略） 

 （休業日） 

第57条 学校教育法施行令第29条の規定による休業日は，次のとおりと

する。 

 (１) 夏季休業日  

    ７月25日から８月31日まで 

 (２) 冬季休業日  

12月24日から１月７日まで 

 (３) 学年末休業日  

    ３月24日から３月31日まで 

 (４) 学年始休業日  

    ４月１日から４月４日まで 

 (５) その他委員会が定める日 

２ 前項の規定にかかわらず，新潟市立中之口幼稚園は次のとおりとす

る。 

 (１) 夏季休業日  

    ８月10日から８月20日まで 

 (２) 冬季休業日  

12月25日から１月７日まで 

 (３) 学年末休業日  

 (４) 学年始休業日 

 (５) その他委員会が定める日 

２（略） 

第55条～第56条（略） 

 （休業日） 

第57条 学校教育法施行令第29条の規定による休業日は，次のとおりと

する。 

 (１) 夏季休業日  

    ７月25日から８月31日まで 

 (２) 冬季休業日  

12月24日から１月７日まで 

 (３) 学年末休業日  

    ３月24日から３月31日まで 

 (４) 学年始休業日  

    ４月１日から４月４日まで 

 (５) その他委員会が定める日 

２ 前項の規定にかかわらず，新潟市立中之口幼稚園は次のとおりとす

る。 

 (１) 夏季休業日  

    ８月10日から８月20日まで 

 (２) 冬季休業日  

12月25日から１月７日まで 

 (３) 学年末休業日  

幼稚園 
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    ３月26日から３月31日まで 

 (４) 学年始休業日  

    ４月１日から４月３日まで 

 (５) その他委員会が定める日 

３ 園長は，あらかじめ委員会に届け出て前項に規定する休業日とは別

に，「体験的学習活動等休業日」等の休業日を設けることができる。

４（略）

第58条～64条（略） 

    ３月26日から３月31日まで 

 (４) 学年始休業日  

    ４月１日から４月３日まで 

 (５) その他委員会が定める日 

３（略） 

第58条～64条（略） 
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議案第２７号

新潟市長から委任を受けた新潟市大畑少年センターの管理に関する規則の

廃止について

 新潟市長から委任を受けた新潟市大畑少年センターの管理に関する規則の廃止につい

て，次のとおりとしたいため議決を求める。

  平成２９年１０月２７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

新潟市長から委任を受けた新潟市大畑少年センターの管理に関する規則の 

廃止について 

１ 廃止理由 

平成２９年９月議会定例会で，「新潟市大畑少年センター条例（平成元年新潟市

条例第２号）を廃止する条例」が議決されたことに伴い，規則を廃止するもの。 

２ 廃止内容 

新潟市長から委任を受けた新潟市大畑少年センターの管理に関する規則を廃止

するもの。 

３ 施行期日 

新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例（平成２９年新潟市条例第２４号）

の施行の日から施行する。 
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 新潟市長から委任を受けた新潟市大畑少年センターの管理に関する規則を廃止する規則

をここに公布する。

  平成２９年  月  日

                            新潟市教育委員会

                            教育長 

新潟市教育委員会規則第  号

   新潟市長から委任を受けた新潟市大畑少年センターの管理に関する規則を廃止する

規則

 新潟市長から委任を受けた新潟市大畑少年センターの管理に関する規則（平成２１年教

育委員会規則第８号）は，廃止する。

   附 則

 この規則は，新潟市芸術創造村・国際青少年センター条例（平成２９年新潟市条例第 

２４号）の施行の日から施行する
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議案第２８号

教職員の人事措置について

 教職員の人事措置について，議決を求める。

  平成２９年１０月２７日提出

新潟市教育委員会

教育長 前田 秀子

非公開での審議を予定しており，資料は関係者のみに当日配布します。 
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